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「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」 
総括報告書 
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1. 国立国際医療研究センター国府台病院 児童精神科 
2. 国立国際医療研究センター国府台病院 ソーシャルワーク室 
3. 国立国際医療研究センター国府台病院 心理指導室 
4. 国立国際医療研究センター国府台病院 子どものこころ総合診療センター 
 
研究要旨 
本研究では、多職種連携の現状と課題を明らかにし、その効率化と質の向上を可能にする
児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアルの策定を目指している。奥野
班は児童精神科診療所におけるコメディカルの役割を調査し、医師の負担軽減を図った。
大重班は初診待機期間の実態を調査し、緊急対応の改善策を提案した。原田班は各職種の
業務分担を分析し、効率的な連携システムの構築を目指した。山本班は多職種連携による
治療効果を評価し、患者および家族のフィードバックを基に治療プログラムの質を向上さ
せた。板垣班はこれらの成果を基に、「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進
マニュアル」（ドラフト版）を作成し、具体的な連携手順を提示した。この研究の成果は、
今後の児童・思春期精神医療における多職種連携の質を向上させるための重要な指針とな
る。 
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A. 研究目的 

児童・思春期精神医療における多職
種連携の実態を明らかにし、その質
の向上と効率化を図ることを目的と
する。それぞれの班は、以下の特定
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の目的を設定している。 
奥野班: 児童精神科診療所におけるコ
メディカル（精神保健福祉士、公認
心理師など）の配置状況を調査し、
医師の負担軽減と多職種連携の効率
化を目指す。具体的には、初診予約、
インテーク、児童および保護者対応、
連携機関との業務内容を明らかにす
ることを目的としている。 
大重班: 児童精神科専門病棟を持つ医
療機関における初診待機期間の実態
を調査し、多職種がどのように関与
しているかを把握する。特に、初診
予約の受付体制や緊急対応の仕組み、
マンパワー不足の課題を明確化する
ことを目的としている。 
原田班:  児童・思春期精神科入院治療
における多職種の診療実態を明らか
にし、専門性を活かした効率的な連
携システムの構築を目指す。特に、各
職種の役割分担とタスクシフトの必
要性を評価することを目的としてい
る。 
山本班: 多職種による児童・思春期精
神科入院治療の有効性を評価し、効
果的な治療アプローチを推進するこ
とを目的としている。患者およびそ
の家族からのフィードバックを基に、
治療プログラムの質を向上させるた
めの評価を行う。 
 板垣班（主任研究班）: 児童・思春期
精神医療における多職種連携推進マ
ニュアル（ドラフト版）を作成し、
各職種の役割と連携手順を明確にす
ることを目的としている。具体的な
連携手順や各職種の役割を定義し、

効果的な連携モデルを提案する。 
 

 
B. 研究方法 

各班はそれぞれの目的に応じた方法
を用いて調査と分析を行っている。 
 奥野班: 日本児童精神科診療所連絡協
議会が行った未発表の調査を基に、
コメディカルの配置が多い 5 か所の診
療所に協力を求め、医師やコメディ
カルに対するインタビュー調査を実
施した。調査項目には、初診予約の
受付、インテークの方法、児童およ
び保護者対応の内容、機関連携など
が含まれる。テキストマイニングツ
ールである KH Coder を用いて、イン
タビュー内容を分析した。調査は倫
理審査を受けた上で実施され、各診
療所の常勤および非常勤のコメディ
カルの役割と業務内容を詳細に把握
した。特に、精神保健福祉士、公認
心理師、看護師、作業療法士の配置
状況と役割分担に焦点を当てた。 
大重班: 児童精神科専門病棟を持つ医
療機関群を対象に、アンケート調査
を実施した。調査項目には、専門外
来の有無、初診予約の受付時期、緊
急対応の体制、初診待機期間の短縮
策などが含まれる。回答率は 54.8%
で、42 施設中 23 施設から回答を得た。
アンケートでは、初診待機期間の⾧
期化や、初診予約の制限、優先度の
判断基準などを詳細に調査し、各施
設がどのように対応しているかを分
析した。 
原田班: 全国児童青年精神科医療施設
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協議会の会員施設を対象にオンライ
ンアンケートを実施し、257 名の回答
を得た。回答者の職種別内訳は、看
護師 98 名、医師 49 名、心理職 48 名、
精神保健福祉士 37 名、作業療法士 20
名である。調査項目には、各職種の
役割、業務内容、連携の実態が含ま
れており、特に医師と心理職の業務
負担を明確にすることを目指した。
また、各職種がどのように協力し合
っているかを評価するために、定量
的および定性的な分析を行った。 
 山本班: 文献的考察と全国児童青年精
神科医療施設協議会参加施設を対象
としたオンラインアンケートを通じ
て調査を実施した。目標対象者数は
300 人で、アンケートの実施時期は令
和 5 年度である。調査項目には、治療
の効果や満足度、治療プログラムの
質、退院後のフォローアップなどが
含まれる。 
  患者およびその家族からのフィード
バックを収集し、治療の透明性と信
頼関係の向上を図るための評価を行
った。また、具体的な症例の詳細な
分析を通じて、効果的な治療アプロ
ーチを特定した。 
 板垣班:既存の文献レビューとアンケ
ート調査を基に、児童・思春期精神
医療における多職種連携推進マニュ
アル（ドラフト版）の作成を担当し
た。アンケートでは、多職種連携の
現状と課題を把握し、具体的な連携
手順や各職種の役割を詳細に記述し
た。 特に、定期的なカンファレンス
の開催や地域連携の強化、各職種の

業務内容の明確化に重点を置き、効
果的な連携モデルを提案した。調査
結果を基に、初診から退院までの連
携手順やトリアージ、初診予約の効
率化、多職種による治療・支援の方
法を具体的に示した。 

 
C. 研究結果 

各班の研究結果は以下の通りである。 
奥野班:  調査対象の 5 つの診療所では、
常勤および非常勤のコメディカルの
配置が進んでおり、初診予約やイン
テークの段階から多職種が関与して
いる。各機関では、児童および保護
者への対応、連携機関との調整が行
われており、特に精神保健福祉士や
公認心理師が重要な役割を果たして
いる。初診予約の受付は事務職員と
精神保健福祉士が担当し、インテー
ク時には電話での事前問診や WEB で
の詳細な問診票の記入が行われてい
る。緊急対応が必要な場合は、別ル
ートで優先的に診療が行われ、公認
心理師や作業療法士はカウンセリン
グやプレイセラピー、障害児リハビ
リテーションに従事している。結果
として、医師の負担が軽減され、多
職種連携の効率が向上している。 
 大重班: アンケート調査の結果、児童
精神科専門外来を持つすべての施設
で初診待機期間が存在し、3 か月以内
と回答した施設が 16、3 か月以上の
施設が7 であった。待機期間の⾧期化
が明らかになり、特に緊急対応を要
する場合の調整や工夫が求められて
いる。 
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  各施設では、初診予約の窓口を地域
連携室に設置し、医師や病棟職員が
対応していることが多い。緊急対応
時の優先度の判断基準としては、自
傷・自殺が 14 施設、精神病症状が 12
施設と多くの施設がこれらの基準を
用いている。また、初診待機期間の
短縮策として、他職種の活用や一般
精神科医の協力が進められていた。 
原田班: アンケート調査の結果、各職
種の業務が重複しており、特に医師
の業務が過重であることが判明した。
回答者のうち、看護師 98 名、医師 49
名、心理職 48 名、精神保健福祉士 37
名、作業療法士 20 名が多職種連携の
実態を報告した。 各職種は連携して
診療を行っているものの、業務分担
が不明確であるため、効率的な連携
が阻害されていることが明らかにな
った。特に、タスクシフトが必要で
あり、各職種が専門性を発揮できる
体制の構築が求められた。 
山本班: 患者およびその家族からのフ
ィードバックを基に、多職種による
治療の効果や満足度を評価した。ア
ンケート結果によれば、治療の透明
性と信頼関係の向上が重要であり、
具体的な症例の分析から効果的な治
療アプローチが特定する。特に調査
対象の患者の多職種連携による治療
（特にカウンセリングや集団療法な
ど）、退院後のフォローアップ、など
を確認する。 
板垣班: アンケート調査と文献レビュ
ーの結果、児童・思春期精神医療に
おける多職種連携推進マニ ュアル

（ドラフト版）の作成が進められた。
具体的な連携手順や各職種の役割が
明確に定義され、実践的な連携モデ
ルが提案された。 マニュアルには、
初診から退院までの連携手順、トリ
アージの方法、初診予約の効率化、
多職種による治療・支援の方法が具
体的に示されており、定期的なカン
ファレンスの開催や地域連携の強化
が推奨された。また、連携の質を向
上させるための具体的な手法も提示
された。 
 

D. 考察 
各班の研究結果を総合すると、児
童・思春期精神医療における多職種
連携の重要性が再確認された。特に、
以下の点が浮き彫りになった。 

 コメディカルの配置が医師の負担
軽減に寄与し、初診予約やインテ
ークの効率化が図られていること
が確認された。多職種連携の具体
的な手法が明確になり、今後の診
療所運営において重要な指針とな
ることが期待される。 

  初診待機期間の⾧期化が深刻な課
題であり、緊急対応の体制強化や
他職種の活用が必要であることが
示された。多職種連携による待機
期間の短縮策が具体的に提案され、
実施されることが望まれる。 

 各職種の業務が重複している現状
が明らかになり、効率的な連携シ
ステムの構築が求められている。
タスクシフトが必要であり、各職
種が専門性を発揮できる体制が重
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要である。 
 患者およびその家族からのフィー

ドバックを基に、多職種連携によ
る治療の効果が高く評価された。
治療の透明性と信頼関係の向上が
治療効果に直結することが確認す
ることで、今後の治療プログラムの
質の向上が期待される。 

 児童・思春期精神医療における多
職種連携推進マニュアル（ドラフ
ト版）の作成が進められ、具体的
な連携手順や役割分担が明確に定
義された。実践的な連携モデルが
提案され、地域連携の強化と定期
的なカンファレンスの開催が推奨
された。最も重要な成果として、
このマニュアル・ドラフト版が完
成したことは、今後の多職種連携
の質を高めるための基盤となる。 

 
E. 結論 

令和 5年度の研究を通じて、児童・
思春期精神医療における多職種連携
の現状と課題が明確になった。各班
の研究結果は、今後の多職種連携の
効率化と質の向上に向けた重要な指
針となるものであり、具体的な改善
策が提案された。特に、板垣班が作
成した「児童・思春期精神医療にお
ける多職種連携推進マニュアル（ド
ラフト版）」は、今後の多職種連携の
実践において重要な役割を果たすこ
とが期待される。マニュアル・ドラ
フト版の完成は、連携の質を向上さ
せ、児童・思春期精神医療の全体的
な質の向上に寄与するものである。

具体的な手法やモデルが示されてお
り、現場での実践に役立つことが期
待される。この研究の成果は、今後
の政策形成や実務においても大いに
活用されるべきである。 
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